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４ 入札手続等
\ 入札説明書の交付期間、場所及び方法
交付期間 平成25年10月21日から平成26年
１月６日までの土曜日、日曜日、祝日及び年
末年始（平成12月30日～平成26年１月３日）
を除く毎日、10時から17時まで（ただし、12

時から13時を除く。）。
交付場所 〒336`0027 埼玉県さいたま市
南区沼影一丁目10番１号ラムザタワー６階
独立行政法人都市再生機構埼玉地域支社 住
宅経営部保全企画チーム 電話048`844`

2133

※ ＵＲ都市機構ホームページからもダ
ウンロードできます。
ＵＲＬ http://www.ur-net.go.jp/

orders/saitama/order.html

] 申請書及び資料の提出期限、場所及び方法
提出期限 平成25年11月５日 17時00分
提出場所 上記４\に同じ
提出方法 申請書等の内容を説明できる者
が持参すること。

^ 入札書の提出期限、場所及び方法
提出期限 平成26年１月７日 17時00分
提出場所 〒336`0027 埼玉県さいたま市
南区沼影一丁目10番１号ラムザタワー５階
独立行政法人都市再生機構埼玉地域支社 総
務部経理チーム 電話048`844`2033

提出方法 持参又は同日同時刻必着での書
留郵便による郵送とする。電送によるものは
受け付けない。

_ 開札の日時及び場所
日時 平成26年１月８日10時00分
場所 独立行政法人都市再生機構埼玉地域
支社入札室（ラムザタワー５階）

` 本件業務は、以下により再公募を実施する
場合がある。
{ 入札に参加する者が関係法人１者だった
場合（関係法人を代表者とする共同企業体
１者だった場合を含む。）は、当該手続を中
止し、再公募を実施する。

| 平成22年６月に公表した「随意契約等見
直し計画」２^�に基づく再公募実施対象
であるため、入札に参加する者が２者に満
たないときは、当該手続を中止し、再公募
を実施する。

５ その他
\ 入札保証金及び契約保証金 免除
] 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書又は資料に虚偽
の記載をした者のした入札及び入札に関する
条件に違反した入札は無効とする。

^ 一般競争参加資格の認定を受けていない者
の参加 上記２\１）}に掲げる一般競争参
加資格の認定を受けていない者も上記４]に
より申請書及び資料を提出することができる
が、競争に参加するためには、当該資格の認
定を受け、かつ、競争参加資格の確認を受け
なければならない。

_ 問い合わせ先
{ 申請書及び資料について 独立行政法人
都市再生機構埼玉地域支社 住宅経営部保
全企画チーム 電話048`844`2133

| 平成25・26年度の競争参加資格について
独立行政法人都市再生機構埼玉地域支社
総務部経理チーム 電話048`844`2033

` 詳細は入札説明書による。
入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 25年 10月 21日
独立行政法人都市再生機構千葉地域支社

地域支社長 横山 和彦
◎調達機関番号 599 ◎所在地番号 12

１ 調達内容
\ 品目分類番号 42

] 購入等特定役務及び数量 平成26年度千葉
地域支社管轄団地における法定点検等業務

^ 調達案件の仕様等 入札説明書による。
_ 履行期間 平成26年４月１日から平成29年
３月31日まで

` 履行場所 入札説明書による。
a 本件は、競争参加資格確認申請書（以下「申
請書」という。）及び競争参加資格確認資料（以
下「資料」という。）を受け付け、価格と価格
以外の要素を総合的に評価して落札者を決定
する総合評価方式の業務である。

| 共同住宅を良好に維持することを目的
とした管理を日常的に行い、建築物の構
造及び建築設備の修繕の必要性につい
て、技術的な検討を行い判断する業務を、
共同住宅の所有者から直接受託し又は請
け負い実施した業務

２ 競争参加資格
\ 下記１）に掲げる資格を満たしている単体
企業又は２）に掲げる資格を満たしている共
同企業体であること。

１）単独企業
{ 独立行政法人都市再生機構会計実施細
則（平成16年独立行政法人都市再生機構
達第95号）第331条及び第332条の規定に
該当する者でないこと。

| 会社更生法に基づき更生手続開始の申
立てがなされている者でないこと又は民
事再生法に基づき再生手続開始の申立て
がなされている者でないこと。（一般競争
参加資格の再認定を受けた者を除く。）

} 当機構東日本地区における平成25・26

年度物品購入等業務に係る競争参加資格
を有している者で、役務提供の業種区分
の認定を受けていること。

２）共同企業体
{ 上記１）に掲げる条件を満たしている
者により構成される共同企業体であっ
て、「競争参加者の資格に関する掲示」（平
成25年10月21日付け千葉地域支社長）に
示すところにより千葉地域支社長から本
業務に係る共同企業体として競争参加資
格の認定を受けているものであること。

| 共同企業体は、各構成員が優れた技術
を有する分野を分担するものとし、必要
以上に細分化しないこと。

] 業務の実績及び地理的条件
１）業務の実績 平成15年度以降、申請書及
び資料の提出期限の日までに完了した、５
階建て以上のＲＣ造又はＳＲＣ造の共同住
宅における以下のいずれかの業務について
２ヵ年度以上の実績を有すること。
{ 建築基準法第12条第１項又は第３項の
点検業務（昇降機設備は含まれていなく
ても可とする。）を受託し又は請け負い、
直接的な雇用関係にあるものが代表とな
る調査者（検査者）として点検を実施し
た業務

６ Summary

\ Classification of the services to be pro-

cured : 42

] Nature and quantity of the services to be

required : Legal inspection, etc. of rental

apartment complex 1 set

^ Fulfillment period : From 1 April, 2014 to

31 March, 2017.

_ Fulfillment place : As shown in the tender

documentation.

` Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall.

{ not come under Articles 331 and 332 of

the Urban Renaissance AgencyÐs Rules

for the Operation of Accounting Practice.

| have been qualified for the proposal of

Úservice renderingÙ through the Examina-

tion of qualifications for the Participa-

tion in the Competitive Tendering Pro-

cedures for Procuring Equipment by Sai-

tama Branch Office, Urban Renaissance

Agency.

} not be currently under a suspension of

nomination as instructed by Head Office

or each Branch Office, Urban Renais-

sance Agency.

~ have proven the products consistent

with the specifications and have been ap-

proved by Urban Renaissance Agency.

� have results of legal inspections, etc.

with the term of more than two years.

a Time-limit for submission of proposals :

5 : 00 PM 5, November, 2013

b Contact point for the notice : Mainte-

nance Planning Team, Housing Manage-

ment Department, Saitama Branch Office,

Urban Renaissance Agency, 1`10`1

Numakage, Minami-ku, Saitama City,

Saitama Pref. 336`0027, Japan. TEL 048`

844`2133

c Other : For details concerning this tender,

refer to the Tender explanation.
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